
青森市高齢者福祉・介護保険事業計画第８期計画　進捗状況

（令和４年度実績）
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○令和４年度自己評価結果一覧

施策番号 自己評価 ページ番号

1-1 〇 2

1-2 ◎ 4

2-1 〇 5

2-2 ◎ 6

2-3 ◎ 8

2-4 ◎ 9

2-5 ◎ 10

2-6 ◎ 11

3-1 〇 12

3-2 ◎ 13

4-1 ◎ 14

4-2 ◎ 16

4-3 △ 17

施策数：13

区分ごとの内訳 　＜評価基準＞

◎ 9　（69％） ◎ 順調に進捗している

○ 3　（23％） ○ 概ね順調に進捗している

△ 1　（ 8％） △ やや進捗が遅れている

× 0　（ 0％） × 進捗が遅れている

計 13 （100％） ・自己評価に当たっては、達成率を基本に事業の実施状況等を踏まえ総合的に評価します。

・目安は、進捗状況を確認するための基準として県から示されたもので、県内一律となっています。

達成率29％以下

目安

目標とする指標の達成率

達成率80％以上

達成率60％～79％

達成率30％～59％

青森市高齢者福祉・介護保険事業計画第８期計画　進捗状況の概要

自己評価 施策数

基本方向

第2章 地域包括ケアの推進

第3章 尊厳が守られる暮らしの実現

第4章

区分 評価基準

適正な介護サービスの提供

第1章 介護予防・生きがいづくりの推進
介護予防・重度化防止の推進

生きがいづくりの推進

施策名

在宅医療・介護連携の推進

住まいの充実

安全・安心な暮らしの確保

認知症施策の推進

地域包括支援センターの機能の充実

見守り・支え合いの推進

成年後見制度の利用促進

虐待防止対策の強化

介護サービスの充実

介護サービスの適正化

災害・感染症対策に係る体制整備
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青森市高齢者福祉・介護保険事業計画第８期計画　自己評価シート

1-1

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇つどいの場への参加率

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 ％ - - 6.0 6.5 7.0

実績値 ％ 5.2 4.2 4.9 4.7

達成率 - - 81.7% 72.3%

〇ポピュレーションアプローチの実施
  圏域数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 圏域 - - 11 11 11

実績値 圏域 - 11 11 11

達成率 - - 100.0% 100.0%

〇健康講座等健康教育総参加者数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 人 - - 27,000 27,000 27,000

実績値 人 23,134 6,782 6,030 8,741

達成率 - - 22.3% 32.4%

〇つどいの場を週1回以上開催している
  地区社会福祉協議会数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 地区 - - 26 32 38

実績値 地区 15 14 1 18

達成率 - - 3.8% 56.3%

・新型コロナ
ウイルス感染
症拡大防止の
ため、「つど
いの場への参
加率」「健康
講座等健康教
育総参加者
数」及び「つ
どいの場を週1
回以上開催し
ている地区社
会福祉協議会
数」は、目標
に達しなかっ
たものの、そ
の他の指標は
達成率が80％
以上であった
こと

・日常生活の
中で気軽に立
ち寄れる「ま
ちなかいきい
きサロン」を
開催し、地区
に関わらず参
加できるつど
いの場づくり
を行ったこと

・介護予防・
重度化防止の
視点での地域
ケア会議を開
催したこと

などから、総
合的にみて概
ね順調に進捗
しています。

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

　つどいの場や健
康講座を休止して
いる地域や団体で
の活動再開に向
け、新型コロナウ
イルス感染症感染
防止に配慮した取
組への支援を実施
するとともに、よ
り参加しやすい仕
組みづくりが必要
です。
　
　高齢者が自立し
た日常生活を送る
ために、介護予
防・重度化防止の
視点が必要です。

　感染防止策を講じた開催マニュ
アルの周知を行い、つどいの場や
健康講座の活動再開に向けた支援
を行います。
　ロコモ予防体操等の指導者や理
学療法士等のリハビリテーション
専門職の派遣、ボランティアポイ
ントの付与による人材の確保、開
催回数に応じた運営費支給により
住民が主体的に介護予防活動に取
り組むことができるよう支援を継
続します。
　
　また、地域で活動するつどいの
場に加え、地域に関わらず参加で
きるつどいの場として、「まちな
かいきいきサロン」を開催し、幅
広い参加の機会の確保に努めま
す。

　リハビリテーションや栄養の専
門職を派遣し、自立支援・重度化
防止に向けた検討・支援を行う地
域ケア個別会議（自立支援型会
議）を開催し、介護予防・重度化
防止に取り組みます。

〇

第1章 介護予防・生きがいづくりの推進

施策番号 施策名 介護予防・重度化防止の推進

(つどいの場等において、以下を実施した日常生活
圏域の数)
・フレイル予防の健康教育・健康相談
・フレイル状態の把握・保健指導
・必要なサービスの利用勧奨

(市民の更なる健康寿命の延伸に向け、市民のヘル
スリテラシーの向上を図る目的で開催する健康講座
等への総参加者数)

1-1

(第1号被保険者に占めるつどいの場への参加者数の
割合)

〇介護予防活動の推進
　つどいの場への参加者数と参加率
  参加者数4,118人/第1号被保険者87,960人≒4.7%
 （R3：4,233人/87,881人≒4.9%）
　　※つどいの場は、地域住民が主体となって開催
　
　一般介護予防事業
　・つどいの場にロコモ予防体操等の指導者を派遣
　　した回数　447回（R3:196回）
　・ボランティアポイント制度対象事業のうち介護
　　予防の活動を行った活動者数と活動ポイント数
　　　454人、9,548ポイント
　　（R3:377人、3,597ポイント）

〇フレイル予防の推進
　後期高齢者医療訪問指導事業
　［ポピュレーションアプローチ］
  ・フレイル予防の健康教育等を実施した回数、
    圏域　45回、11圏域（R3：21回、11圏域）
    ※青森市地域包括支援センターへ委託
　
   [ハイリスクアプローチ]
  ・（受診行動適正化）医療機関の頻回・重複受
    診者への保健指導実施人数　24人（R3：35人）
　・（低栄養防止）体重減少者等への栄養指導
 　 実施人数　141人（R3：211人）
　・（重症化予防）糖尿病治療中断者への受診勧奨
　  実施人数　6人（R3：7人）
　・（健康状態不明者の状況把握）健診・医療等
　  未受診者の状況把握人数　263人（R3：336人）
　

〇健康づくりの推進
  母子保健分野：親子のきずなづくり事業
              　思春期健康教室事業
             　 食育レッスン1・2・3♪事業
　　※妊娠期から子育て期の親と子どもに対し、
　　　健康教育を実施
　
　壮年期健康教育事業
　・青森市医師会との共催による健康教室の実施
　・保健師・栄養士による健康講座の実施
　　※テーマは、生活習慣病予防、心の健康、
　　　たばこ、バランス食、高血圧予防等
　　(母子保健・成人保健分野)参加者数
　 　 8,741人（R3：6,030人）

〇介護予防活動の
  推進

〇フレイル予防の
  推進

〇健康づくりの推進

〇多様なつどいの場
  の提供

〇自立支援・重度化
  防止の推進

※新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から
　健康講座等の一部中止や人数制限を行った上
　での開催としたため、参加者数は減少しました。

※新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から
　健康講座等の人数制限を行った上での開催と
 したため、参加者数は目標値を下回りました。

(つどいの場を週1回（年間48回）以上開催している
地区社会福祉協議会の数)

※新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から
　健康講座等の一部中止や人数制限を行った上
　での開催としたため、参加者数は目標値を下
　回りました。

主な取組 目標とする指標
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〇要介護等認定率

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 ％ 19.4 19.4 19.5 19.5 19.5

実績値 ％ 19.5 19.4 19.5 19.6

達成率 99.5% 100.0% 100.0% 99.5%

〇多様なつどいの場の提供
　こころの縁側づくり事業
　・地域のつどい（地区社会福祉協議会単位で行う
　　つどいの場）を開設した地区数と開催箇所数
　　　37地区、106箇所（R3:37地区、103箇所）
　・まちなかいきいきサロン（日常生活の中で
　　気軽に参加できるつどいの場）の開催箇所数
　　と開催回数
　　　3箇所　68回（R3：2箇所　3回）
　
〇自立支援・重度化防止の推進
　地域ケア会議推進事業
　・自立支援型会議開催回数　4回（R3：3回）

　介護サービス適正化実施指導事業
　・ケアプランの点検件数　56件（R3:41件）
　  うちアドバイザーによる点検　2件（R3:2件）

(第1号被保険者に占める要介護・要支援認定者数の
割合)
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1-2

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇老人クラブ会員数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 人 6,764 6,794 5,817 5,817 5,817
実績値 人 5,419 4,946 4,587 4,018
達成率 80.1% 72.8% 78.9% 69.1%

〇シルバー人材センター会員の就業率
(就業したシルバー人材センター会員の割合)                                                            
年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 ％ 78.0 78.0 75.0 75.0 75.0
実績値 ％ 74.5 74.9 75.4 76.8
達成率 95.5% 96.0% 100.5% 102.4%

〇高齢者福祉乗車証所持者数
(高齢者福祉乗車証を所持している高齢者数)                                                            
年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 人 37,063 37,496 39,159 39,364 39,569

実績値 人 38,749 38,914 38,824 38,764

達成率 104.5% 103.8% 99.1% 98.5%

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

　生きがいづくりの充実や高齢者
の就業促進を図るため、引き続き
老人クラブ及びシルバー人材セン
ターに補助金を交付し、活動を支
援するとともに、広報あおもりな
どで活動内容や会員募集等の周知
を行います。
　
　また、感染症の流行下にあって
も老人クラブ活動を継続できるよ
う指導・助言を行います。

・定年延長や
ライフスタイ
ルの多様化等
の様々な要因
により、老人
クラブ会員数
は年々減少し
目標値を下
回ったこと

・シルバー人
材センター会
員の就業率及
び高齢者福祉
乗車証所持者
数は目標値を
達成したこと

これらを総合
的にみて順調
に進捗してい
ます。

　生きがいづくり
の充実や高齢者の
就業促進を図るた
め、老人クラブ及
びシルバー人材セ
ンターの会員数の
拡大を図る必要が
あります。

◎1-2

主な取組 目標とする指標

〇生きがいづくりの
　充実

〇高齢者の就業促進

〇外出手段の確保

〇生きがいづくりの充実
　老人クラブ活動育成事業
　・補助金を交付している老人クラブ数
　　　138団体（R3：158団体）
　・広報あおもり4/1、5/1号掲載
　　　「老人クラブの活動を支援しています」

〇高齢者の就業促進
　シルバー人材センター運営費補助事業
　・シルバー人材センター会員数
　　　1,043人（R3：1,069人）
　・広報あおもり3/1号掲載
　　　「シルバー人材センターに入会しませんか」

〇外出手段の確保
　高齢者福祉乗車証交付事業
　・高齢者福祉乗車証新規交付者数
　　　2,127人（R3：1,892人）
　・高齢者福祉乗車証延べ利用人数
　　　1,666,756人（R3：1,737,671人）
　・広報あおもり5/15、7/1、8/15、9/15、12/15
　　2/15号掲載
　　　「満70歳以上の皆さんに「いき・粋乗車証」
　　　を交付」

第1章

施策番号 施策名

介護予防・生きがいづくりの推進

(老人クラブに加入している人数)

※R2までは老人クラブ連合会に加入している会員
数、R3からは老人クラブ連合会に加入していない者
も含む。

生きがいづくりの推進
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2-1

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇在宅医療・介護連携のための多職種
　研修会参加数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 人 - - 204 204 204
実績値 人 135 127 182 110
達成率 - - 89.2% 53.9%

〇在宅医療・介護連携のための連携会議
　開催回数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 回 - - 1 1 1
実績値 回 1 0 0 0
達成率 - - 0.0% 0.0%

〇医療・介護連携に関する出前講座開催
　回数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 回 12 12 17 17 17
実績値 回 15 15 24 24
達成率 125.0% 125.0% 141.2% 141.2%

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

  日常の療養支援
から、入退院支
援、急変時の対
応、看取りまでを
含め、切れ目のな
いサービスを提供
するためには、医
師、看護師、介護
支援専門員等の多
職種や、関係機関
による協働・連携
を進めていく必要
があります。

  医療と介護関係者の一層の連携
を図るためには、在宅療養生活を
支えるための知識や他の職種の職
務内容への理解が必要であるた
め、医療・介護等の多職種による
会議や研修会等を開催することに
より、医療・介護関係者の相互理
解と連携促進を図ります。
　
　また、在宅医療・介護連携をさ
らに推進していくため、医療と介
護関係者へのヒアリング等を通
じ、現状把握や課題抽出を行い、
今後の対応策を検討する連携会議
を開催します。

・新型コロナ
ウイルス感染
症拡大防止の
ため、在宅医
療・介護連携
のための連携
会議は開催で
きなかったも
のの、オンラ
インやオンデ
マンド配信に
よる在宅医療
ケア知識向上
研修会を開催
したこと

・「医療・介
護連携に関す
る出前講座開
催回数」は目
標値を達成し
たこと

などから、総
合的にみて概
ね順調に進捗
しています。

〇

第2章 地域包括ケアの推進

施策番号 施策名 在宅医療・介護連携の推進

主な取組 目標とする指標

(市や地域包括支援センターが地域の会合等の場で
普及活動を行った回数)

(医療・介護等の多職種による連携会議の開催回数)

※新型コロナウイルス感染症の影響により開
催
　できなかったものです。

※新型コロナウイルス感染症の影響により目
標値を下回りました。

2-1

〇医療・介護関係者
　の連携推進

〇医療・介護が連携
　したサービスの提
  供

〇地域住民への普及
　・啓発

〇医療・介護関係者の連携推進
　在宅医療・介護連携推進事業
　・在宅医療・介護連携のための多職種研修会
    　 開催回数　1回（R3：1回）
 　　　参加者数　110人（R3：182人）

〇医療・介護が連携したサービスの提供
　在宅医療・介護連携推進事業
 　・在宅医療・介護連携推進会議
　　　 開催回数　0回（R3：0回）
　 ・オンラインやオンデマンド配信による
　　 在宅医療ケア知識向上研修会
   　  開催回数　4回（R3：4回）
　　   参加者数　275人（R3：180人）

〇地域住民への普及・啓発
  ・医療・介護に関する出前講座の開催
 　　 開催回数　24回（R3：24回）
  ・広報あおもり8/15号及び1/15号掲載
  　「エンディングノートについて」

(医療・介護等の多職種研修会（グループワーク
等）に参加した人数)
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2-2

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇認知症ステップアップ講座の開催圏
  域数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 圏域 - - 6 9 11
実績値 圏域 3 1 0 7
達成率 - - 0.0% 77.8%

〇帰宅困難高齢者等の事前登録件数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 人 - - 280 374 468
実績値 人 - 147 261 350
達成率 - - 93.2% 93.6%

◎

認知症施策の推進

主な取組 目標とする指標

2-2

〇支援体制の強化

〇認知症の早期発見
　・早期対応

〇認知症予防の推進

〇認知症に係る知識
　の普及・啓発

(認知症サポーターが地域の中で活動できるように
するための講座開催圏域数)

(認知症高齢者など帰宅困難となるおそれのある方
のうち、市へ緊急連絡先等を事前登録した件数)

第2章 地域包括ケアの推進

施策番号 施策名

〇支援体制の強化
  認知症ステップアップ講座の開催
　　開催回数　　14回（R3：0回）

　認知症高齢者対策事業
　・認知症サポーター養成講座の開催
  　　開催回数　33回（R3：32回）
  　　参加者数　927人（R3：933人）
 
  認知症総合支援事業
  ・各地域包括支援センターへの認知症地域支援推
    進員の配置数　29人（R3：24人）
　・認知症カフェの開催回数　84回（R3：19回）
  ・チームオレンジ研修会開催回数
    　1回（R4：新規）
  ・チームオレンジの整備
　 　 活動チーム数　3（R4：新規）
 
 
 

〇認知症の早期発見・早期対応
  認知症高齢者対策事業
　・タブレットを使用した脳の健康チェックの実施
      実施回数　62回（R3：32回）
 　 　参加人数　372人（R3：58人）

　認知症総合支援事業
  ・「認知症ケアパス」の更新、関係機関への周知
  ・認知症初期集中支援チーム支援件数
      0件（R3：1件）
 
  高齢者見守り体制確保事業
　・青森圏域連携中枢都市圏（青森市、平内町、今別
　　町、外ヶ浜町、蓬田村）ビジョンの具体的取組
    （連携事業）
　　　・帰宅困難高齢者等の事前登録
　　　　　受付数　　392人（R3：285人）
　　　　　廃止数　 　42人（R3： 24人）
　　　　　登録者数　350人（R3：261人）
  ・見守り協力事業者として協定を締結した事業者数
    （累計）50事業所（R3:43事業所）
  ・行方不明高齢者等の情報をメールマガジンにより
    配信した件数　1件（R3:4件）

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

・認知症ス
テップアップ
講座は、目標
の9圏域に対し
7圏域での開催
となり、認知
症の方やその
家族が必要と
する支援を行
うボランティ
ア「チームオ
レンジ」を3
チーム整備し
たほか、各地
域包括支援セ
ンターへ配置
されている認
知症地域支援
推進員の増員
などにより、
認知症の支援
体制の強化を
図ったこと

・「帰宅困難
高齢者等の事
前登録件数」
「認知症の相
談窓口を知っ
ている割合」
については、
目標値の80％
以上を達成し
たこと

・認知症に係
る知識の普
及・啓発を図
るため、認知
症フォーラム
を開催したこ
と

などから、総
合的にみて順
調に進捗して
います。

  認知症の方やそ
の家族に対する理
解を深めるため、
認知症の正しい知
識の普及・啓発が
必要です。
  認知症の方やそ
の家族の負担を軽
減するため、地域
で認知症の方を見
守る体制を整備す
る必要がありま
す。

　認知症サポーター養成講座や医
療・介護職員に対する研修、市民
向けの認知症イベントを実施する
などし、認知症に係る知識の普
及・啓発を行います。
  認知症の方やその家族を支援す
るため、認知症地域支援推進員が
中心となり、認知症サポータース
テップアップ講座を受講した認知
症サポーター等がチームを組ん
で、支援するための仕組みである
「チームオレンジ」を整備してい
きます。
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〇つどいの場への参加率【再掲】

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 ％ - - 6.0 6.5 7.0

実績値 ％ 5.2 4.2 4.9 4.7

達成率 - - 81.7% 72.3%

〇認知症の相談窓口を知っている割合

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 ％ - - 27.8 29.1 29.1

実績値 ％ 27.8 27.8 27.8 29.0

達成率 - - 100.0% 99.7%

(第1号被保険者に占めるつどいの場への参加者数の
割合)

(認知症の相談窓口を知っている市民（65歳以上）
の割合)

〇認知症予防の推進
　つどいの場への参加者数と参加率
  参加者数4,118人/第1号被保険者87,960人≒4.7%
 （R3：4,233人/87,881人≒4.9%）
　　※つどいの場は、地域住民が主体となって開催
　
　一般介護予防事業
  ・つどいの場にロコモ予防体操等の
　　指導者を派遣した回数　196回（R2:321回）

〇認知症に係る知識の普及・啓発
  認知症高齢者対策事業
　・認知症の相談窓口を知っている割合
　 　R4　1,270人/4,382人≒29.0％
   （R3　1,356人/4,878人≒27.8％）
　　※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告書（R5.3月）参照

  認知症総合支援事業
  ・医療機関向けケア向上研修
   　 開催医療機関　2か所（R3：1か所）
      参加者数　19人（R3：5人）
  ・医療・介護職員等を対象とした認知症に関する
      研修会の開催回数　8回（R3：7回）
  ・市民向けの認知症講座の開催回数
　　  1回（R3：1回）
  ・広報あおもり9/15号特集記事掲載
　　「認知症になっても安心して暮らせるまちへ」
  ・広報あおもり7/15号・12/1号・3/1号
    「認知症かな？と気になったら迷わず相談」他2件
　・認知症フォーラム開催回数　1回（R4：新規）
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2-3

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇地域包括支援センターへの研修会等
  開催回数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 回 - - 13 13 13
実績値 回 13 13 13 13
達成率 - - 100.0% 100.0%

〇地域包括支援センターへ適切に支援
  した割合

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ - - 100 100 100
実績値 ％ - 100 100 100
達成率 - - 100.0% 100.0%

〇高齢者の相談窓口を知っている割合

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ - - 61.2 63.0 63.0
実績値 ％ 61.2 61.2 61.2 69.1
達成率 - - 100.0% 109.7%

〇地域ケア会議開催回数
(地域ケア個別会議の開催回数)                                                            
年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 回 - - 134 134 134
実績値 回 128 125 125 115
達成率 - - 93.3% 85.8%

主な取組 目標とする指標

第2章 地域包括ケアの推進

施策番号 施策名 地域包括支援センターの機能の充実

2-3

〇地域包括支援
  センターの体制
  強化

〇多機関との連携
  強化

〇効果的な運営の
  継続

〇地域ケア会議の
  推進

・新型コロナ
ウイルス感染
症拡大防止の
ため、オンラ
インを活用
し、地域包括
支援センター
連絡会担当者
会議を開催す
るなど、地域
包括支援セン
ターとの情報
共有を図った
こと

・地域ケア個
別会議の開催
回数の達成率
が85.8%であっ
たことや介護
予防・重度化
防止の視点で
の地域ケア会
議の開催など
により、地域
ケア会議の推
進を図ったこ
と

などから、順
調に進捗して
います。

  高齢者人口の増
加や福祉ニーズの
多様化等に対応す
るため、地域包括
支援センターの強
化を図る必要があ
ります。
  高齢者の相談窓
口である地域包括
支援センターの認
知度の向上を図る
必要があります。

  高齢者の医療、介護、福祉に関
するニーズの増加、多様化に対応
するため、引き続き、人材育成を
目的とした研修会や地域ケア会議
を開催し、各地域包括支援セン
ター職員の資質の向上を図りま
す。
  地域包括支援センターの認知度
の向上を図るため、広報あおもり
や市ホームページ等の広報媒体の
ほか、出前講座等を活用し、業務
内容や取組の周知を図ります。

(地域包括支援センター、在宅介護支援センターへ
の研修会や情報共有を行った回数)

◎

(高齢者の相談窓口である地域包括支援センターを
知っている市民（65歳以上）の割合)

(地域包括支援センターが多機関との連携を図るた
めに基幹型地域包括支援センターが支援を行った割
合)

※本計画策定のためにR1年度に実施した「介護
　予防・日常生活圏域ニーズ調査」（3年ごとに
　実施）の結果をR1～R3の実績値、R3の目標値と
　しています。

〇地域包括支援センターの体制強化
　包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
　・地域包括支援センター連絡会担当者会議
　　　開催回数　12回（R3：12回）

　基幹型地域包括支援センター運営事業
　・介護予防・重度化防止をテーマとした研修会
　　　開催回数　1回（R3：1回）
  ・青森市地域密着型サービス等運営審議会におけ
    る各包括支援センターの運営評価の実施回数
      1回（R3：1回）

〇多機関との連携強化
　基幹型地域包括支援センター運営事業
　・地域包括支援センターからの相談事の全てに対
　　し支援を行っている。
  ・地域包括支援センターが対応した、問題やニー
　　ズを複合的に抱えている支援困難事例件数
 　   49件（R3：50件）
 
　総合相談事業
  ・相談支援件数　22,648件（R3：22,435件）
  ・地域包括支援センター連絡会担当者会議
  　開催回数　12回（R3：12回）

〇効果的な運営の継続
　基幹型地域包括支援センター運営事業
  高齢者の相談窓口を知っている割合
　　R4　3,027人/4,382人≒69.1％
　（R3　2,985人/4,878人≒61.2％）
　　※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告書（R5.3月）参照

〇地域ケア会議推進事業
  ・地域ケア会議　135回（R3：141回）
    （内訳）
      地域ケア個別会議※　115回（R3：125回）
　　　日常生活圏域ケア会議 19回（R3：14回）
      地域ケア推進会議　1回（R3：2回）
      ※うち自立支援型会議　4回（R3：3回）

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）
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2-4

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇帰宅困難高齢者等の事前登録件数【再掲】

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 人 - - 280 374 468
実績値 人 - 147 261 350
達成率 - - 93.2% 93.6%

〇地域福祉サポーター登録者数
(地域福祉サポーター制度への登録者数)                                                            
年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 人 2,152 2,166 2,204 2,224 2,244
実績値 人 2,271 2,065 2,052 2,002
達成率 105.5% 95.3% 93.1% 90.0%

〇共助ネットワークが構築されている地区

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 地区 38 38 38 38 38
実績値 地区 38 38 38 38
達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

(地域支え合い会議等が恒常的に開催されている地
区社会福祉協議会数)

第2章 地域包括ケアの推進

施策番号 施策名 見守り・支え合いの推進

主な取組 目標とする指標

2-4

〇見守り体制の強化

〇地域で支え合う
  意識づくり

〇支え合い活動の
  推進

〇見守り体制の強化
　高齢者見守り体制確保事業【再掲】
　・青森圏域連携中枢都市圏（青森市、平内町、今別
　　町、外ヶ浜町、蓬田村）ビジョンの具体的取組
    （連携事業）
　　　・帰宅困難高齢者等の事前登録
　　　　　受付数　　392人（R3：285人）
　　　　　廃止数　 　42人（R3： 24人）
　　　　　登録者数　350人（R3：261人）
  ・見守り協力事業者として協定を締結した事業者数
    （累計）50事業所（R3:43事業所）
  ・行方不明高齢者等の情報をメールマガジンにより
    配信した件数　1件（R3:4件）

〇地域で支え合う意識づくり、支え合い活動の推進
　生活支援体制整備事業
　一般介護予防事業
　地域福祉計画推進事業
　・地区カルテの整備・更新（市内全38地区の地区
　　社会福祉協議会・地域包括支援センターに配付）
　・ボランティアポイント制度の運用
　　地域福祉サポーター登録者数　2,002人
　　（R3：2,052人）※H29.10～制度開始
　・地域支え合い推進員の配置
　　　6人（R3：6人）
　・各地区社会福祉協議会の会議・研修等の活動参加
　　数　223回（R2：257回）

(認知症高齢者など帰宅困難となるおそれのある方
のうち、市へ緊急連絡先等を事前登録した件数)

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

・「帰宅困難
高齢者等の事
前登録件数」
「地域福祉サ
ポーターの登
録者数」につ
いては、概ね
目標値を達成
したこと

・地域支え合
い推進員が地
域活動に積極
的に参加し、
様々な生活課
題の情報収
集・解決に繋
げるための
ネットワーク
構築に取り組
んだこと

などから、順
調に進捗して
います。

　一人暮らし高齢
者や認知症高齢者
が増加しているこ
とから、帰宅困難
高齢者等の事前登
録や、多様な事業
者や地域住民によ
る見守り活動を継
続する必要があり
ます。

　地域福祉サポー
ターの登録者数が
目標値を下回って
おり、今後、担い
手不足が生じる懸
念があることか
ら、サポーターの
維持及びサポー
ター数の増加を図
る必要がありま
す。

　地域ぐるみの見守りを推進する
ため、地域の中でさりげなく見守
りをするポイントや異変に気付い
た場合の連絡先等を掲載した「高
齢者等見守り活動の手引き」等を
活用し、引き続き、多様な団体や
関係機関、民間事業者等、より多
くの市民へ見守り活動への協力を
呼びかけます。

　コロナ禍により地域活動が大き
く減少している状況にあります
が、広報あおもり等の広報媒体や
地区社会福祉協議会の研修会等を
通じた制度周知を行いながら、地
域福祉サポーターの確保に努めま
す。

◎
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2-5

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇住宅改修費支給件数
(介護保険住宅改修費の支給件数)                                                            
年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 件 944 956 891 904 921
実績値 件 881 790 790 708
達成率 93.3% 82.6% 88.7% 78.3%

〇養護老人ホームに適切に措置した割合

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ - - 100 100 100
実績値 ％ 100 100 100 100
達成率 - - 100.0% 100.0%

〇住宅改修等による居住環境の充実
　介護予防住宅改修費支払事務
　・介護予防住宅改修　224件（R3：236件）

　居宅介護住宅改修費支払事務
　・居宅介護住宅改修　484件（R3：554件）

〇高齢者に適した住まいの確保
　養護老人ホーム入退所事務

　

　

  軽費老人ホーム事務費補助事務
　・補助金交付施設　7施設（R3：7施設）
　　補助金交付額　163,417千円（R3：158,778千円）

　サービス付き高齢者向け住宅登録事業
　・新規登録0件（R3新規登録：0件）
　　　令和4年度末現在　計17施設542戸

　有料老人ホーム等一般検査
　・一般検査実施件数　36件（R3：16件）

(養護老人ホームに入所する必要がある高齢者を適
切に入所措置した割合)

◎

第2章

　住宅改修のサービスが利用しや
すいものとなるよう、市ホーム
ページ及び広報あおもりにより、
事業者に対して住宅改修費受領委
任登録を促すとともに、出前講座
などにより、市民に対して制度の
周知を図ります。

　生活環境上の理由及び経済的な
理由により、在宅で生活すること
が困難な高齢者に対しては、引き
続き養護老人ホームへの入所措置
を行い、高齢者に適した住まいを
確保します。

　有料老人ホーム及びサービス付
き高齢者向け住宅におけるサービ
スの質が確保され、入居者が安心
して暮らすことができるよう、定
期的に一般検査を実施します。

2-5

〇住宅改修等による
　居住環境の充実

〇高齢者に適した住
　まいの確保

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

・住宅改修費
支給件数が前
年度より減と
なったものの
概ね目標どお
り推移したこ
と

・養護老人
ホームに適切
に措置した割
合について
は、目標値を
達成したこと

・有料老人
ホーム等につ
いては、検査
計画に基づ
き、定期的に
一般検査を実
施したこと

などから、総
合的にみて順
調に進捗して
います。

　介護が必要に
なってもできる限
り在宅で生活する
ことができるよ
う、住宅改修等に
よる居住環境の充
実を図る必要があ
ります。

　生活環境上の理
由及び経済的な理
由により、在宅で
生活することが困
難な高齢者に対
し、適切な住まい
を確保するため、
養護老人ホームへ
の入所措置を行う
必要があります。

　有料老人ホーム
及びサービス付き
高齢者向け住宅に
おけるサービスの
質の確保と適正な
施設等運営を図る
必要があります。

地域包括ケアの推進

施策番号 施策名 住まいの充実

主な取組 目標とする指標
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2-6

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇生活支援サービスに関する出前講座
  開催回数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 回 - - 10 10 10
実績値 回 8 6 8 15
達成率 - - 80.0% 150.0%

〇平時からの情報提供に同意した避難
　行動要支援者数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 人 - - 6,969 7,039 7,109
実績値 人 - 6,900 6,754 6,431
達成率 - - 96.9% 91.4%

〇啓発事業などへの参加者数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 人 2,950 3,000 3,800 3,900 4,000
実績値 人 2,897 3,734 4,658 4,222
達成率 98.2% 124.5% 122.6% 108.3%

〇交通事故による高齢者の死者数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 人 - - 3 3 3
実績値 人 4 3 2 0
達成率 - - - - -

　高齢者が安心して日常生活を送
ることができるよう、ニーズに対
応した生活支援サービスの提供に
努めます。

　避難行動要支援者避難支援制度
の実施にあたり、平時からの情報
提供に同意しなかった方でもその
後の状況変化により再度の制度案
内を行うべきケースへの対応につ
いては、毎月、民生委員に制度案
内を行うべき対象者をお知らせ
し、積極的な制度の周知を依頼し
ます。また、同意者名簿に未掲載
であっても、民生委員の日々の見
守り活動等で登録の必要性を感じ
た場合には積極的に制度の案内を
行っていただくよう周知します。

　引き続き、福祉の雪処理支援事
業等を実施するとともに、住民ボ
ランティアである除雪協力員の確
保のため、関係団体の会議の場で
の呼びかけや、行政回覧等により
周知を図り、事業の安定的な実施
を推進していきます。

　引き続き、出前講座や相談窓口
紹介ネットワーク活動により消費
生活に関するトラブル事例や対策
等について、周知していくほか、
庁内関係課を通じた啓発活動を実
施します。また、青森市民消費生
活センターにおいて、相談に迅速
かつ適切に対応し、市民の安全・
安心な消費生活の確保を図りま
す。

  交通安全教育の推進について
は、引き続き、高齢者（高齢ドラ
イバー・歩行者）向け交通安全教
室の開催や街頭指導時の反射材の
配布など、実施場所や方法の見直
しを継続的に行い、より効果的な
高齢者の交通安全意識の高揚を図
ります。

◎

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

・生活支援
サービスに関
する出前講座
開催回数は、
目標値を上
回ったこと

・平時からの
情報提供に同
意した避難行
動要支援者数
は、目標値の
91.4％であっ
たこと

・啓発事業な
どへの参加者
数は、前年度
より減少した
ものの、目標
値を上回った
こと

などから、順
調に進捗して
います。

・要介護認定者の
増加に伴い、多様
なニーズに対応し
た生活支援サービ
スの充実を図るこ
とが必要です。

　避難行動要支援
者避難支援制度に
おいて、過去に情
報提供に同意しな
かった場合でも、
その後に状況が変
化する場合があ
り、時機に応じた
対応を強化する必
要があります。

　青森市高齢者世
帯等冬期除雪サー
ビス事業では、除
雪協力員が不足し
ています。

　悪質商法や特殊
詐欺等、市民の財
産を脅かす事件が
後を絶たないこと
から、消費生活に
関するトラブルを
未然に防止する必
要があります。

　交通事故による
高齢者の死者数は
ゼロであったもの
の、被害事故の負
傷者数については
高い割合となって
います。

主な取組 目標とする指標

2-6

〇生活支援サービス
　の充実

〇災害時等におけ
  る地域福祉活動
  の充実

〇消費者被害防止

〇交通安全教育の
  推進 (災害時に備え、平時から町（内）会、民生委員、

警察署、消防署、避難支援者へ情報提供することに
同意した避難行動要支援者の数)

(消費生活に関する各種啓発事業に参加した市民の
人数及び啓発した市民の人数)

(在宅生活を支援するための生活支援サービスに関
する出前講座を開催した回数)

〇生活支援サービスの充実
　・福祉ガイドブックへの掲載
　・要介護等認定者への
　　「青森市高齢者福祉サービス一覧」の送付

〇災害時等における地域福祉活動の充実
　防災訓練事業
　・青森市総合防災訓練：参加住民144人
　　（R3：開催中止）

　自主防災活動促進事業
　・自主防災組織結成町会：197町会（R3：196町会）

　福祉の雪処理支援事業
　・屋根雪処理費用の一部助成：240件、6,061,216円
　　（R3：627件、15,576,769円）

　在宅一人暮らし高齢者等の雪処理対策事業
　・間口除雪　12,011回（R3：12,814回）

　青森市高齢者世帯等冬季除雪サービス事業
　・登録世帯数　42世帯（R3：41世帯）
　・延実施回数　764回（R3：1,119回）
　
〇消費者被害防止
　消費者教育啓発活動推進事業
　・消費生活出前講座
　　　8回　384人受講（R3：10回　418人）
　・消費者月間パネル展
　　　2日間　120人に啓発（R3：2日間　79人）
　・消費者被害防止活動
　　　5回　850人に啓発（R3：8回　1,281人）
　・成人式及び障害者雇用セミナーでの啓発活動
　　　2回  1,747人に啓発（R3：5回　1,759人）

　消費生活相談事業
　・青森市民消費生活センター相談件数　1,480件
　　（R3：1,409件）
　・青森市相談窓口紹介ネットワーク活動員を通じた
　　注意喚起情報提供　4回　1,121人に提供
　　（R3：4回　1,121人）
　・青森市相談窓口紹介ネットワーク活動員に対する
　　研修会（出前講座形式）
　　　1回　13人受講（R3:1回　23人受講）

〇交通安全教育の推進
　・高齢者対象交通安全指導の実施状況
　　  開催回数　 　13回（R3：10回）
　　  参加者数　1,177人（R3：1,230人）

(青森市内において発生した、交通事故による65歳
以上の高齢者の年間死者数)

第2章 地域包括ケアの推進

施策番号 施策名 安全・安心な暮らしの確保
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3-1

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇成年後見活動について、地域ケア会議
　で検討を行う体制づくりができている
  圏域数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 圏域 - - 11 11 11
実績値 圏域 1 3 9 11
達成率 - - 81.8% 100.0%

〇市長申立てにつなげた割合

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ 100 100 100 100 100
実績値 ％ 100 100 100 100
達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

〇市民後見人養成講座修了者に対する
　研修会開催回数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 回 2 2 2 2 2
実績値 回 0 1 1 2
達成率 0.0% 50.0% 50.0% 100.0%

〇成年後見制度の普及・啓発を行った
  圏域数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 圏域 - - 11 11 11
実績値 圏域 8 6 5 2
達成率 - - 45.5% 18.2%

第3章 尊厳が守られる暮らしの実現

施策番号 施策名 成年後見制度の利用促進

主な取組 目標とする指標

3-1

〇相談・支援体制の
　充実

〇成年後見制度の利
　用支援

〇市民後見人支援体
　制等の強化

〇成年後見制度の普
　及・啓発

〇相談・支援体制の充実
  地域ケア会議推進事業
　・成年後見活動について、地域ケア会議で検討
　　を行う体制づくりができている圏域数
　　11圏域（R3:9圏域）
　
　権利擁護事業
  ・地域包括支援センターにおいて、成年後見制度に
    関する相談に応じた件数 134件（R3:97件）

〇成年後見制度の利用支援
　成年後見制度利用支援事業
  ・市長申立件数　40件（R3：45件）
　・報酬助成件数　78件（R3：74件）
　・報酬助成金額　14,584,475円
          （R3：14,679,869円）

〇市民後見人支援体制等の強化
　・市民後見人養成フォローアップ研修
  　24人（R3：67人）
  ※R4年度は、市民後見人養成研修修了者の中から
　　希望者を対象とした集合型研修を開催した。
　　R3年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止の
　　ため、集合型研修は行わず、成年後見制度に関
　　する資料を対象者に送付する形で実施。

〇成年後見制度の普及・啓発
　・出前講座での成年後見制度の普及・啓発回数
  　  2圏域　3回（R3：5圏域　10回）
　※市が実施した出前講座  13回（R3：8回）

(成年後見人等を必要とする高齢者への支援につい
て、地域ケア会議で検討を行う体制づくりができて
いる圏域数)

(親族等による成年後見等開始の審判の申立てが見
込めない高齢者を市長申立てにつなげた割合)

(市民後見人養成研修修了者を対象とした研修会を
開催した回数)

(成年後見制度の普及・啓発を目的とした出前講座
を開催した圏域数)

※新型コロナウイルス感染症の影響により開催
　できなかったものです。

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

・成年後見活
動について、
地域ケア会議
で検討を行う
体制づくりが
全ての圏域に
おいてできて
いること

・成年後見制
度の市長申立
てが必要な高
齢者につい
て、家庭裁判
所へ申立てを
適切に行った
こと

・市民後見人
養成研修修了
者に対する研
修会開催回数
は目標値を達
成できたこと

などから、総
合的にみて概
ね順調に進捗
しています。

  認知症等により
判断能力が不十分
な高齢者の権利を
擁護するため、成
年後見制度の利用
促進を図る必要が
あります。

　身寄りがないな
どの理由で、市長
申立てによる成年
後見制度の利用の
需要が毎年度一定
数生じています。

　成年後見制度の利用促進を図る
ため、引き続き、成年後見制度の
周知及び相談窓口である地域包括
支援センターの周知に努めます。

　成年後見制度の利用申立てをす
る親族のいない高齢者に対し、引
き続き市長申立てによる支援を行
います。

〇
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3-2

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇高齢者虐待の相談・通報に適切に対応
　した割合

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ - - 100 100 100
実績値 ％ 100 100 100 100
達成率 - - 100.0% 100.0%

〇高齢者の相談窓口を知っている割合【再掲】

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ - - 61.2 63.0 63.0
実績値 ％ 61.2 61.2 61.2 69.1
達成率 - - 100.0% 109.7%

  高齢者虐待は、
できる限り早期に
発見し、早期に対
応しなければなら
ないため、より多
くの市民が相談窓
口を認識する必要
があります。

  高齢者虐待の早期発見・早期対
応のため、引き続き、地域包括支
援センター、医療・介護関係者、
民生委員・児童委員、警察等の関
係団体との連絡体制を強化しま
す。
　また、引き続き、広報あおもり
等により、高齢者虐待の相談窓口
の周知を図ります。

・高齢者虐待
の相談・通報
へ適切に対応
した割合は目
標値を達成し
ており、適切
な支援ができ
ていることか
ら、順調に進
捗していま
す。

(関係機関と連携したケース対応等、高齢者虐待に
関する相談・通報に適切な対応を行った割合)

(高齢者虐待の相談窓口である地域包括支援セン
ターを知っている市民（65歳以上）の割合)

※本計画策定のためにR1年度に実施した「介護
　予防・日常生活圏域ニーズ調査」（3年ごとに
　実施）の結果をR1～R3の実績値、R3の目標値と
　しています。

第3章 尊厳が守られる暮らしの実現
＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

◎

施策番号 施策名 虐待防止対策の強化

主な取組 目標とする指標

3-2

〇高齢者虐待の早期
　発見・早期対応

〇高齢者虐待防止の
　普及・啓発

〇高齢者虐待の早期発見・早期対応
  高齢者虐待防止対策事業
　・高齢者虐待の相談・通報の全てに適切に対応
　　している。
　・養護者による虐待
 　   通報件数　148件…うち虐待数43件
         （R3：101件…うち虐待数31件）
  ・養介護施設従事者等による虐待
      通報件数　7件…うち虐待数4件
     　　（R3：10件…うち虐待数1件）
　・やむを得ない事由による措置
    　措置件数　0件（R3:1件）
　　　（契約による介護サービスの利用が著しく
　　　　困難な高齢者を市長の権限によりサービス
　　　　利用につなぐ）

　高齢者生活管理指導短期宿泊事業
   ・利用者数　0件（R3：1件）
  　（在宅の高齢者等を虐待等の理由で一時的に
　　　施設に避難させ、安全を確保する）

〇高齢者虐待防止の普及・啓発
　高齢者の相談窓口を知っている割合
　　R4　3,027人/4,382人≒69.1％
　（R3　2,985人/4,878人≒61.2％）
　※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告書（R5.3月）参照

 

　高齢者虐待防止対策事業
   ・高齢者虐待対応マニュアルの改訂
 　・高齢者虐待の通報・相談窓口の周知
  　 　広報あおもり8/15号掲載　「通報相談窓口」
　 ・介護事業所等への研修会　4回（R3：6回）
     ※市が実施した研修会　1回（R3：2回）
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4-1

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

○介護老人福祉施設入所待機者数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 人 121 72 160 160 160

実績値 人 143 160 220 178

達成率 84.6% 45.0% 72.7% 89.9%

〇地域密着型介護老人福祉施設入所者
　生活介護施設数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 施設 6 8 6 6 8

実績値 施設 6 6 6 6

達成率 100.0% 75.0% 100.0% 100.0%

〇認知症対応型共同生活介護施設数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 施設 58 60 61 62 63

実績値 施設 58 60 61 61

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 98.4%

〇地域密着型特定施設入居者生活介護
　事業所数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 施設 - - 1 1 2

実績値 施設 - - 1 2

達成率 - - 100.0% 200.0%

〇小規模多機能型居宅介護事業所数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 事業所 8 10 9 9 10

実績値 事業所 8 9 9 9

達成率 100.0% 90.0% 100.0% 100.0%

〇看護小規模多機能型居宅介護事業所数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 事業所 1 2 1 1 2

実績値 事業所 1 1 1 1

達成率 100.0% 50.0% 100.0% 100.0%

〇施設・居住系
　サービスの整備

〇在宅サービスの
  充実

〇介護従事者の確保

〇業務の効率化

〇介護保険料収納率
  の向上

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

第4章 適正な介護サービスの提供

施策番号 施策名 介護サービスの充実

主な取組 目標とする指標

（介護老人福祉施設の在宅での待機者数）

4-1

〇施設・居住系サービスの整備
　老人福祉施設整備費補助金交付事務
　・認知症対応型共同生活介護　1件
　　（社会福祉法人　慈青会）
　・養護老人ホーム　1件
　　（社会福祉法人　青森県すこやか福祉事業団）
　　計2件、交付額40,972千円
　　（R3：計2件、交付額42,703千円）

　施設開設準備経費補助金交付事務
　・認知症対応型共同生活介護　1件
　　（社会福祉法人　慈青会）
　　計1件、交付額15,102千円
　　（R3：計2件、28,577千円）

〇在宅サービスの充実
　包括的ケアマネジメント支援事業

〇介護従事者の確保
　・介護従事者確保に関する広報誌への掲載件数
　　13件（R3：13件）

〇業務の効率化
　・様式の標準化　1件（総合事業申請書の標準化）
　　指定申請書等を国の電子申請・届出システムに
　　対応した様式へ変更（令和5年4月1日から）
　　（R3：1件）
　・運営指導の標準化・効率化
　　国が定めた「介護保険施設等運営指導マニュア
　　ル」に基づき、効率的な運営指導を実施

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の累
計施設数）

（認知症対応型共同生活介護の累計施設数）

（小規模多機能型居宅介護の累計事業所数）

（看護小規模多機能型居宅介護の累計事業所数）

（地域密着型特定施設入居者生活介護の累計事業所
数）

◎

・介護老人福
祉施設入所待
機者数につい
ては、目標値
を達成できな
かったもの
の、施設整備
については、
概ね目標値を
達成したこと

・介護従事者
の確保に関す
る情報提供件
数について
は、目標値を
概ね達成した
こと

・申請様式等
の簡素化、標
準化に適切に
対応した割合
については、
目標値を達成
したこと

・介護保険料
収納率は目標
値を達成した
こと

などから、順
調に進捗して
います。

　高齢化の進展と
ともに介護老人福
祉施設入所待機者
数が増加傾向にあ
ることから、施設
サービス及び在宅
サービスの整備を
計画的に進めてい
く必要がありま
す。

　今後ますます高
齢化が進展し、介
護人材の不足が懸
念されることか
ら、引き続き介護
従事者の確保に関
する取組を行う必
要があります。

　介護人材の不足
が懸念されている
ことから、必要な
介護サービスを提
供するため、業務
の効率化に向けた
取組を行う必要が
あります。

　介護保険制度の
安定的運営のた
め、介護保険料収
納率の向上が求め
られています。

　第8期計画の施設整備方針に基
づき、引き続き、地域密着型サー
ビスの整備を進めます。

　引き続き、国、県、関係団体と
連携し、介護職の魅力発信、介護
分野の求人情報、資格取得や研修
情報等に関する情報提供を行いま
す。

　事業所の文書負担を軽減するた
めの「電子申請・届出システム」
について、令和7年度末までに準
備を完了できるよう、適切に対応
します。

　納付相談、督促、納付勧奨、電
話催告、文書催告を実施し、納付
が困難な方には減免申請や分割納
付を案内し、資力がありながら納
付しない滞納者に対しては、財産
の差押えをすることで収納率の向
上に努めます。

令和４年度地域密着型サービス事業者の公募・選定結果

（件）

サービス種類 公募件数 応募件数 選定件数

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 3 0 0

認知症対応型共同生活介護 1 0 0

地域密着型特定施設入居者生活介護 1 0 0

小規模多機能型居宅介護 2 0 0

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 1 1

計 8 1 1
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〇定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　事業所数（公募）

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 事業所 1 2 2 2 3

実績値 事業所 1 1 2 2

達成率 100.0% 50.0% 100.0% 100.0%

〇介護従事者の確保に関する情報提供件数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 件 - - 15 15 15

実績値 件 15 10 13 13

達成率 - - 86.7% 86.7%

〇指定申請等の申請様式や手続の簡素化・
　標準化に適切に対応した割合

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 ％ - - 100 100 100

実績値 ％ - 100 100 100

達成率 - - 100.0% 100.0%

〇介護保険料収納率

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 ％ 98.61 98.61 99.13 99.13 99.13

実績値 ％ 99.13 99.28 99.36 99.47

達成率 100.5% 100.7% 100.2% 100.3%

〇介護保険料収納率の向上
　・介護保険料徴収事務
　　納付相談（新型コロナウイルス感染症の影響によ
　　る相談を含む）、督促状送付、納付お知らせセン
　　ターからの電話による納付勧奨、催告書の送付、
　　財産の差押えを行った。

　・介護保険料賦課事務
　・リーフレットの配付
　　介護保険制度周知用リーフレット
　　　3,684件（R3：3,931件）
　　　（介護保険被保険者証に同封し配付）
　　介護保険料説明用リーフレット
　　　90,314件（R3：89,953件）
　　　（介護保険料納入通知書等に同封し配付）
　・給付制限措置
　　支払方法の変更（償還払い化）
　　　4件（R3：4件）
　　　（1年以上1年6か月未満の滞納がある場合）
　　保険給付の支払の一時差止
　　　0件（R3：0件）
　　　（1年6か月以上2年未満の滞納がある場合）
　　給付額減額等
　　　48件（R3：45件）
　　　（2年以上の滞納がある場合）

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護の累計事業所
数）

（国が示す指定申請等の申請様式や手続の簡素化・
標準化に適切に対応した割合）

（介護保険料の現年課税分の収納率（未還付分を含
む））

（介護職の魅力発信に関する情報、介護分野の求人
情報及び資格取得・研修情報等の広報誌を活用した
情報提供数）

15



4-2

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇ケアプランの点検件数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 件 69 80 55 56 57
実績値 件 53 45 41 56
達成率 76.8% 56.3% 74.5% 100.0%

〇研修会開催回数

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 回 1 1 1 1 1
実績値 回 1 1 0 1
達成率 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%

〇実地指導等の実施率

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ 14.0 14.0 16.6 16.6 16.6
実績値 ％ 16.5 8.9 11.0 19.8
達成率 117.9% 63.6% 66.3% 119.3%

主な取組 目標とする指標

4-2

〇介護給付の適正化
　の推進

〇介護サービスの質
　の確保

〇効果的な指導

◎

　ケアプラン
の点検件数、
研修会開催回
数、実地指導
等の実施率、
いずれも目標
値に達したこ
とから、順調
に進捗してい
ます。

　高齢化の進展に
より介護サービス
費が増加している
ことから、より効
果的、効率的なケ
アプラン点検等の
実施と、一層の給
付適正化の推進を
図る必要がありま
す。

　介護給付等対象
サービスの質の確
保及び保険給付の
適正化を図るた
め、介護サービス
事業者等に対して
計画的な指導監督
を実施する必要が
あります。

　引き続き、ケアプランの点検や
ケアプラン検証会議、ケアマネ
ジャー研修会などを着実に実施
し、介護給付の適正化の推進を
図っていきます。

　国が示す運営（実地）指導の標
準的な確認文書・確認項目等に基
づき、指定又は許可の有効期間
（6年）内に、計画的に指導監督
を実施します。

(介護支援専門員が作成したケアプランの記載内容
に関する点検件数)

(地域包括支援センター、介護支援専門員等に対す
る自立支援・重度化防止に資するケアマネジメント
を支援するための研修会の開催回数)

(介護サービス事業者等に対して実地指導等を実施
した割合)

〇介護給付の適正化の推進
　介護サービス適正実施指導事業
　・要介護認定の適正化件数
　　　13,216件（R3：11,342件）
　・ケアプランの点検件数
　　　56件（R3：41件）
　・住宅改修等の点検件数
　　　82件（R3：37件）
　・給付実績を活用した情報の点検件数
　　　278件（R3：294件）
　・介護給付費通知回数
　　　2回（R3：2回）
  ・ケアプラン検証会議の開催回数
　　　1回、件数4件（R3：0回、0件）
　　　（居宅介護支援事業所単位で抽出する
　　　　ケアプラン検証）

〇介護サービスの質の確保
　介護サービス適正実施指導事業
　・ケアマネジャー研修会の開催回数
　　　1回（R3：0回）
　
　在宅医療・介護連携推進事業
　・在宅医療ケア知識向上研修会（R3新規）
　　　開催回数　4回、参加者数　149人（青森市分）

　基幹型包括支援センター運営事業
　・基幹型地域包括支援センター研修会
　　　開催回数　1回、参加者数　25人
　　　（R3：開催回数　1回、参加者数　55人）

〇効果的な指導
　介護保険関連施設等指導監査事業
　・実地指導等の実施率
　　R4：指導等件数143/対象事業所数721＝19.8％
　　R3：指導等件数78/対象事業所数707＝11.0％
　・集団指導
　　　開催回数　1回（R3：1回）
　　　開催期日　R5.3.17（R3：R4.3.18）
　　　参加事業所数　730事業所（R3：751事業所）
　　　※ホームページへ資料掲載し質問票、受講
　　　　確認票を受付
　　　※開催期日…ホームページへの資料掲載日
　　　※参加事業所数…対象事業所件数
　・新規介護サービス事業者等説明会
　　　開催回数　3回（R3：1回）
　　　参加事業所数　25事業所（R3：11事業所）

第4章 適正な介護サービスの提供

施策番号 施策名 介護サービスの適正化

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）
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4-3

施策
番号

令和４年度の実施内容
自己評
価結果

評価理由 課題 対応策

〇自然災害発生時における業務継続計画
  （BCP）の策定率

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ - - 33 67 100
実績値 ％ - - 12.9 25.3
達成率 - - 39.1% 37.8%

〇新型コロナウイルス感染症発生時
  における業務継続計画（BCP)の策定率

年度 単位 R1 R2 R3 R4 R5
目標値 ％ - - 33 67 100
実績値 ％ - - 10.1 24.9
達成率 - - 30.6% 37.2%

＜評価基準＞　　（　）内は評価の目安
◎　順調に進捗している（目標とする指標の達成率80％以上）
○　概ね順調に進捗している（目標とする指標の達成率60％～79％）
△　やや進捗が遅れている（目標とする指標の達成率30％～59％）
×　進捗が遅れている（目標とする指標の達成率29％以下）

主な取組 目標とする指標

4-3

〇災害対策に係る体
　制の充実

〇感染症対策に係る
　体制の充実

〇災害対策に係る体制の充実
　介護サービス事業者指定事業（中核市）
　・自然災害発生時における業務継続計画策定
　　　策定済　142事業所/562事業所　25.3％
　　　作成中　351事業所/562事業所　62.5％
　　　未着手　 69事業所/562事業所　12.3％
　　（R3策定済：74事業所/573事業所　12.9％）
　・国のガイドラインや研修会の周知のほか、市の
　　集団指導における資料説明などにより、事業者
　　に対し事業継続計画（BCP）策定の支援を行った。
　・市のホームページに業務継続計画のページを新
　　たに掲載し、策定の支援を行った。

〇感染症対策に係る体制の充実
　介護サービス事業者指定事業（中核市）
　・感染症発生時における業務継続計画策定
　　　策定済　140事業所/562事業所　24.9％
　　　作成中　341事業所/562事業所　60.7％
　　　未着手　 81事業所/562事業所　14.4％
　　（R3策定済：58事業所/573事業所　10.1％）
　・国のガイドラインや研修会の周知のほか、市の
　　集団指導における資料説明などにより、事業者
　　に対し事業継続計画（BCP）策定の支援を行った。
　・市のホームページに業務継続計画のページを新
　　たに掲載し、策定の支援を行った。

△

　事業継続計
画（BCP）の策
定率が目標値
を下回ってい
ることから、
やや進捗が遅
れています。

　策定状況の調査
において未策定の
理由を確認したと
ころ、情報不足、
認識不足が多くあ
げられていたこと
から、更に周知を
図る必要がありま
す。

　事業者の業務継続計画策定を支
援するため、①国が示すひな形の
周知、②メールによる策定義務化
の再周知、③指定申請、変更時に
おける周知・助言、④新規事業者
説明会での周知、⑤策定状況の追
跡調査などを行い、引き続き、周
知の強化及び策定の支援を図りま
す。

(自然災害発生時における業務継続計画（BCP）を策
定した介護施設・事業所の割合)

(新型コロナウイルス感染症発生時における業務継
続計画（BCP）を策定した介護施設・事業所の割合)

　※自然災害発生時及び新型コロナウイルス感
    染症発生時における業務継続計画（BCP）
    の策定については、国の基準省令及び市の
    条例により、令和3年度から令和5年度まで
    は努力義務とされています。
    （令和6年度から義務化）

　※目標値については、令和5年度までの経過措
    置期間があることから、令和5年度の目標値
    を100％とし、令和3年度はその1/3、令和4年
    度はその2/3を目標値としています。

第3章 適正な介護サービスの提供

施策番号 施策名 災害・感染症対策に係る体制整備
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